様式第２号（第６条関係）

事　業　計　画　書
１　申請者の概要
	事業者名
(社名・屋号)
	

	代表者の
職・氏名
	
	生年
月日
	　　　　年　　月　　日
（　　歳）

	住所又は本社・本店の所在地
	〒

	事務所・店舗の所在地
	〒

	電話番号
	
	FAX番号
	

	URL
	
	E-mail
	

	起業年月日(予定)
	起業日(予定)　　　　　　　　　年　　月　　日（法人の場合:登記日）

	資本金
(法人のみ)
	万円
	従業員数
	常勤役員　　　　人（法人のみ）
従業員数　　　　人（うち家族　　人）
パート・アルバイト　　　　人

	起業する
業種
	



２　事業計画
	創業の動機（目的）
	

	経営者の略歴（経験・資格・届出・知的財産権等）
	

	取扱商品・
サービス（セールスポイント含む）
	

	顧客
(販売先)
	

	仕入・外注先
	



３　事業の見通し（月平均）
（単位：円）
	
	創業当初
	軌道に乗った後
年　月頃
	売上高、売上原価（仕入高）、経費を計算した根拠を記載してください。

	売上高①
	
	
	

	売上原価②
	
	
	

	経

費
	人件費（注)
	
	
	

	
	家　　賃
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	

	
	その他
（　　　　　）
	
	
	

	
	その他
（　　　　　）
	
	
	

	
	その他
（　　　　　）
	
	
	

	
	経　費　計　③
	
	
	

	利益①-②-③
	
	
	


（注）個人事業で創業の場合、事業主分は含めません。


４　必要な資金と調達方法
（単位：円）
	必要な資金
	調達方法

	設備資金　　　　　　　　　　　　　　円
(内訳)　　　
	市補助金　　　　　　　　　　　　　　円


	
	借入金　　　　　　　　　　　　　　　円
(内訳)

	
	その他　　　　　　　　　　　　　　　円
(内訳)


	運転資金　　　　　　　　　　　　　　円
(内訳）
	

	
	自己資金　　　　　　　　　　　　　　円
(内訳)


	合　計　　　　　　　　　　　　　　　円
	合　計　　　　　　　　　　　　　　　円


（注）自己資金、借入金がない場合は、金額欄に０を記載してください。


[bookmark: _GoBack]
５　空き家を活用する場合（空き家の契約等の状況）
	・契約の状況




・建物の状況






（注）事業に活用する空き家について、契約の状況（購入・賃貸の別、契約予定年月日等）や建物の状況（空き家の期間（いつから使用されていないか）、改修の予定等）を決まっている範囲で記載してください。

